
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京国税局・税務署 

令和６年 12 月 

 

データ提出はじめよう！！ 
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を使ってみよう！ 

を使ってみよう！ 

→２ページへ 

→３ページへ 

光ディスク等 →13 ページへ 

１ はじめに  

  法定調書をデータで提出するには、ｅＬＴＡＸやｅ－Ｔａｘ、クラウドサービス等

のようにインターネットを介してデータを送信（提出）する方法と、ＤＶＤやＣＤな

どの光ディスク等にデータを格納して郵送又は持参する方法があります。 

ｅ－Ｔａｘ、光ディスク等又はクラウド等（以下「ｅ-Tax 等」といいます。）によ

る提出義務があるのか、また、具体的にどのような提出方法があるのか確認してみま

しょう！！ 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

   

 

  

  

 

 

  

  

 

  

 

  

 

光ディスク等にデータを格納し、提出（郵送又は持参）することもできます。 
なお、合計表は、書面でも作成できますが、是非ｅ－Ｔａｘをご利用ください。 
 

 

ＹＥＳ 

提出しなければいけない
法定調書がある。 

できるだけ手間と
コストを省きたい。 

書面でも 
いいけれど・・・ 

 
 ｅ－Ｔａｘなら 
もっと簡単！ 
もっとラクラク！ 
 

※書面提出のデメリット 

・郵送費用がかかる 

・提出時の交通費等のコ 

ストがかかる 

・来年以降も再度手書き 

しなければならないた 

め、毎年手間がかかる 

 

 

前々年に提出すべきであった 
法定調書の枚数が 100 枚以上である。 
（※ 法定調書の種類ごとに判定） 

ＹＥＳ ＮＯ 

 市区町村と税務署に 

一括提出!! 

全ての法定調書が 

作成できるよ！ 

 

ｅ - T a x 等 に よ る 提 出 が 必 要 で す ！ ！ 

ＮＯ 

提 出 す る 法 定 調 書 に 給 与 又 は 年 金 が あ る 。  

給与・年金のほかにも提出する法定調書がある方は…  

※ e-Tax でも作成できますが、支払報告書を別途市区町村に提出する必要があります。 

→是非２ページから 

ご一読ください。 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

件数が多くて大変という法定調書については… 

 

送信して終了！ 

税務署への 

郵送や持参は不要！ 

 

 

判定については、 

22 ページをご参照ください。 

 

ｅＬＴＡＸ 
エ ル タ ッ ク ス 
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２ データによる提出方法 

法定調書をデータで提出する方法について、それぞれの特性やメリット、注意点に

ついて説明します。 

 

(1) ｅＬＴＡＸ 

ｅＬＴＡＸ（エルタックス）とは、地方税共同機構が提供している地方税ポータ

ルシステムです。 

給与・公的年金等の支払をする事業者の方は、支払った日の属する年の翌年１月

末日までに、支払報告書を受給者の住所を管轄する各市区町村に、源泉徴収票を事

業者の所轄税務署にそれぞれ提出する必要があります。 

ｅＬＴＡＸをご利用いただくと、市区町村に提出する支払報告書のｅＬＴＡＸ用 

データと、税務署に提出が必要な源泉徴収票のｅ－Ｔａｘ用のデータを同時に作成

し、支払報告書は受給者の住所地の市区町村へ、源泉徴収票は事業者の所轄税務署

へ一括送信することができます。 

※ 一括送信に当たっては、ｅ－Ｔａｘの利用者識別番号の取得や電子証明書の登

録などの準備をしていただく必要があります。 

詳しくは、eLTAX ホームページをご覧ください。 

 https://www.eltax.lta.go.jp 

 

（一連の流れ）                  

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

① 自宅や会社で作成し、インターネットで提出 

② ｅＬＴＡＸのポータルセンタで受付 

市町村 A            市町村 B                      C税務署 

③ 各地方公共団体及び 

税務署へ配信 

エルタックス 

https://www.eltax.lta.go.jp/
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(2) ｅ－Ｔａｘ 

ｅ－Ｔａｘ（イータックス）とは、申告などの国税に関する各種の手続について

インターネットを利用して電子的に手続が行えるシステムです。 

ｅ－Ｔａｘを利用すると、税務署に出向くことなく、申告や納税などの各種手続

をすることができます。 

法定調書の提出にご利用いただけるｅ－Ｔａｘソフトには、「通常版」と「ＷEＢ

版」があり、ご提出いただく法定調書の種類やデータの容量に応じて選択すること

ができます（詳しくは５ページをご確認ください）。 

 

（一連の流れ）                  （ｅ－Ｔａｘのメリット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

データを入力して 

送信するだけ！！ 

 

提出用のデータは、会計ソ

フト等で作成したＣＳＶフ

ァイルでＯＫ！！ 

その１ 簡単!! 

その２ コスト削減!!  

法定調書の印刷や送付のコ

ストだけでなく、封入作業

の削減や誤配送のリスクも

低減できる！！ 

 

ｅ－Ｔａｘソフトは無料で

す。 

その４ 無料!! 

 

給与だけであれば、ＷＥＢ

版を使って簡単ラクラク！ 

その３ 簡単便利!! 

 

別途、各市区町村へ支払報

告書の提出が必要ですので

２ページの eLTax の一括送

信を是非ご活用ください！ 

ただし・・・ 

 

 

 

今までは… 書面で源泉徴収票の作成 

これからは！ 

 

提出期限までに 

税務署へ提出に行かないと… 

混雑してるかも… 

 

並ばなくていいし、 
好きな時間に 
提出できる！(※) 

 

※ e-Taxメンテナンス時間を除く 
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令和６年２月（令和５年分の所得税の確定申告）から、従業員の方等が国税庁ホー

ムページ「確定申告書等作成コーナー」からマイナンバーカードを利用して e-Tax で

申告する際、マイナポータルと連携することにより、事業主の方から税務署に e-Tax

で提出された給与所得の源泉徴収票（令和５年分以後の年分に限ります。）の情報を確

定申告書の該当項目に自動で入力できるようになりました（マイナポータル連携）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マイナポータル連携に関する詳細はこちら（国税庁ホームページ） 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/mynumberinfo/kyuyogensenjoho-top.htm 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/mynumberinfo/kyuyogensenjoho-top.htm
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 ｅ－Ｔａｘソフトには「通常版」と「ＷＥＢ版」があり、仕様が異なります。 

項目 通常版 ＷＥＢ版 

ダウンロード及び 

インストール 

必要 

（ホームページから「e-Tax ソフト」をダウンロー

ド・インストール） 

不要 

（ＷＥＢ版用の「事前準備セットアップ」のインスト

ールは必要） 

インターネット接続 
法定調書データ作成時…不要 

〃   送信時…必要 
常時必要 

利用可能時間 

法定調書データ作成…24 時間 

   〃   送信…24 時間 * 

* e-Tax のメンテナンス時間を除く 

24 時間 * 

* e-Tax のメンテナンス時間を除く 

利用可能な 

法定調書手続 

全ての法定調書の手続が利用可能 主要法定調書 6 種類 * の手続が利用可能 

（電子証明書未登録の場合は利用不可） 

* ６種類の内訳は次ページに記載 

法定調書作成方法 

下記①②のいずれかの方法により作成 

① 直接入力 

② ＣＳＶファイルを読み込み（一括）* 

* 主要法定調書 6 種類を除く光ディスク等により提出

可能な 52 種類 

下記①②のいずれかの方法により作成 

① 直接入力 

② ＣＳＶファイルを読み込み（一括）* 

* 主要法定調書 6 種類のみ 

送信上限 

法定調書の種類により異なります。 

e-Tax ホームページの掲載情報をご確認

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

上記①の場合…100 枚 

上記②の場合…20MB（約 6,900 枚）* 
 

* 6,900 枚を超える場合は、分割して送信していただ

くか、e-Tax ホームページに掲載している「CSV フ

ァイル等作成・分割ツール」をご利用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ－Ｔａｘは、セキュリティ対策も万全ですので、安心してご利用いただけます。 

 

 

 

 

 

■ 利用者識別番号及び暗証番号による利用者の特定（なりすまし防止）

■ 電子署名・電子証明書による送信データ作成者の保証、改ざん防止

■ 暗号化通信による送信データの盗み見や改ざん防止

■ サーバ等のファイアウォールとアクセス監視システムによる不正アクセス防止

■ 一定時間以上アクセスがない場合タイムアウト機能により自動的にログアウト

CSV ファイル等作成・分割

ツールの詳細はこちら 

（e-Tax ホームページ） 

e-Tax ソフト（通常版）の

法定調書作成上限について

はこちら 

（e-Tax ホームページ） 

https://www.e-

tax.nta.go.jp/e-

taxsoftweb/hoteichosh

o/csv_max.pdf 
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  特に提出する方が多い、以下の主要法定調書６種類（及び同合計表）については、

「ＷＥＢ版」を活用することで、簡単に作成・提出することができます。 

［主要法定調書６種類］ 

①給与所得の源泉徴収票 

②退職所得の源泉徴収票・特別徴収票 

③報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書 

 報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書（社会保険診療報酬基金用） 

④不動産の使用料等の支払調書 

⑤不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の支払調書 

⑥不動産等の譲受けの対価の支払調書 

 

 

 

 

  ｅ－Ｔａｘ（通常版）は、主要法定調書６種類だけでなく、全ての法定調書に対応

しています。法定調書の種類を気にすることなくご利用いただけますので、特に、複

数の法定調書を提出する方にお勧めです。 

  なお、ＣＳＶ形式による提出も可能であり、対象の法定調書は、主要法定調書６種

類を除く光ディスク等により提出可能な 52 種類の法定調書です（ＷＥＢ版では、主

要法定調書６種類をＣＳＶ形式により提出することができます。）。 

 

 ｅ－Ｔａｘをご利用いただく際には、事前に準備が必要です。 

 なお、事前準備には、費用がかかる場合があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ｅ－Ｔａｘソフトをインストールしなくても利用可能 

○ 一般的な給与計算ソフトなどで作成した CSV ファイルの読込が可能  
 

すでにｅ－Ｔａｘをご利用の方は準備不要なものもあります。 

詳しくは、こちらをご確認ください。 

https://www.e-tax.nta.go.jp/start/index.htm （e-Tax ホームページ） 

https://www.e-tax.nta.go.jp/start/index.htm
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 「電子証明書」とは、インターネットを利用したデータのやり取りにおいて、 

免許証やパスポートのような本人確認の役割を果たすものです。 

 有効期間は、発行される証明書によって異なります。 

（代表的な電子証明書の種類） 

○ 公的個人認証サービス（マイナンバーカード） 

 → 住民票のある市区町村に申請しマイナンバーカードとして発行されるもの 

   ※法人代表者のマイナンバーカードで法人の手続が可能です。 

○ 商業登記電子証明書 

 → 法務省が運営する「商業登記認証局」が発行するもの。 

○ 税理士用電子証明書 

 → 日本税理士会連合会が所属税理士に対して発行するもの。 

 

https://www.e-tax.nta.go.jp 

 

⯈メンテナンス時間を除き、24時間ご利用いただけます。 

 ※ 詳細な利用可能時間については、e-Taxホームページ「利用可能時間カレンダー」を 

ご確認ください。 

 

（利用可能時間カレンダー）https://www.e-tax.nta.go.jp/info_center/index.htm 

利用可能時間 

お問合せ先 

 

ｅ－Ｔａｘ・作成コーナーヘルプデスク及びマイナンバー総合フリーダイヤルの受付時間は変更される 

場合がありますので、ｅ－Ｔａｘホームページ又はデジタル庁ホームページでご確認ください。 

なお、間違い電話が多くなっておりますので、おかけ間違えのないようお願いします。 

 

（音声ガイダンスに従って１番を選択してください。） 

マ イ ナンバー 

ｅ  －  コ  ク  ゼ  イ 

ｅ－Ｔａｘ・作成コーナーヘルプデスク 

 

●ｅ－Ｔａｘソフト・確定申告書等作成コーナーの事前準備、送信方法、エラー解消などに関するご質問 

０５７０－０１－５９０１（全国一律市内通話料金） 

        ０３－５６３８－５１７１（通常電話料金） 

⯈月曜日～金曜日 ９時～17時（休祝日及び 12月 29日～１月３日を除きます。） 

  ※ ２月から３月の間は、受付時間等が異なる場合がありますので、e-Taxホームページ 

「電話窓口について」をご確認ください。 

 

（電話窓口について）https://www.e-tax.nta.go.jp/toiawase/toiawase2.htm 

●マイナンバーカードに係るＩＣカードリーダライタの設定、対応機種、パソコン操作などのご質問 

０１２０－９５－０１７８ 
 

⯈年末年始を含む平日、土日祝ともに９時 30分から 20時まで 

※ お問合せ内容等により、受付時間が異なる場合があります。  

 
   

マイナンバー総合フリーダイヤル 

〈上記に繋がらない場合〉 

https://www.e-tax.nta.go.jp/info_center/index.htm
https://www.e-tax.nta.go.jp/toiawase/toiawase2.htm
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ｅ－Ｔａｘを利用した法定調書の作成・提出に関する詳細はこちら 
（ｅ-Ｔａｘホームページ） 
 

https://www.e-tax.nta.go.jp/e-taxsoftweb/hoteichosho.htm 
 

 

https://www.e-tax.nta.go.jp/e-taxsoftweb/hoteichosho.htm
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(３) クラウドサービス等 

 

令和４年１月から、従来の提出方法（ｅ－Ｔａｘ、光ディスク等及び書面）に加

え、クラウドサービス等を利用して法定調書を提出できるようになりました（※

１）。 

具体的には、法定調書の提出義務者が、①認定クラウド等（※２）の提出領域に

法定調書データを記録し、②税務署長に対して当該データを閲覧し及びｅ－Ｔａｘ

に記録する権限（以下「アクセス権」といいます。）を付与することにより、法定

調書の提出を行うものです。 

※１ 国外財産調書及び財産債務調書を除くすべての法定調書が対象です。 

※２ 認定クラウド等とは、国税庁告示で定める要件に適合することにつき、クラ

ウドサービス事業者等が国税庁長官の認定を受けているクラウドサービス等

で、法定調書の提出に利用されているものをいいます。 

（一連の流れ） 

 ≪事前手続≫ 

 

 

 

 

 

 

  ≪提出時≫ 

 

 

 

 

 

    

      

クラウドサービス等は、クラウドサービス事業者により提供するサービス等が異

なる場合があるため、詳しい利用内容・契約等については、クラウドサービス事業

者へお問い合わせください。 

こちらでは、制度の概要について、説明させていただきます。 

 

提出領域 

クラウドサービス事業者と 

利用契約 提出義務者自身で 
・  ｅ－Ｔａｘの利用者識別番号を取得 
・  原則ｅ－Ｔａｘにて「認定特定電子計算機 
による申請等の開始（変更）届出書」を提出 

① 法定調書のデータを記録 

② アクセス権の付与 

③ 法定調書データの 
閲覧及び記録 

 

認定クラウド等 

通常業務 

税 
 

務 
 

署 

（  
 
 
 
 

ー 
 
         

 
 

） 

e 

 

T

a

x 
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認定クラウド等を利用して提出する場合、事前にクラウドサービス事業者等と認定

クラウド等の利用契約をする必要があり、利用には所定の費用がかかります。 

また、ｅ-Tax 等での提出義務の有無に関わらず、利用者識別番号を取得し、原則

ｅ－Ｔａｘにて「認定特定電子計算機による申請等の開始（変更）届出書」を所轄の

税務署長に提出する必要があります。 

なお、国税庁長官の認定を受け、法定調書の提出に利用できるクラウドサービスに

ついては、国税庁ホームページに掲載しています。 

 

提出データはクラウド内の特定のファイル（提出領域）に格納するため、通常業務

でクラウドを活用されている方は、データの移行・管理等をスムーズに行うことがで

きます。 

 

 

法定調書データは、ＸＭＬ形式又はＣＳＶ形式で記録（提出）します。法定調書を

提出する際は合計表を添付することとされており、合計表データは XML 方式にのみ

対応しています。 

ＣＳＶ形式で法定調書データを提出する場合には、法定調書データ（ＣＳＶ形式）

と合計表データ（ＸＭＬ形式）を別々に記録する必要がありますが、一定の条件を満

たせば、合計表データの記録（提出）を省略することができます。 

 

 

 

 

    

 

 

【※ 法定調書データを CSV 形式で提出する場合に合計表データの記録（提出）を省略できる条件】 
次の①～③までに掲げる条件を全て満たす場合には、合計表の提出を省略することができる 
① 法定調書の提出の基因となる支払等で法定調書の提出省略基準に該当するものがない場合 
② 合計表の作成税理士署名欄の記載（入力）が不要である場合 
③ 合計表の摘要欄の記載（入力）が不要である場合 

認定クラウドサービスの公表についてはこちら（国税庁ホームページ） 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/cloud/index.htm 

 

法定調書データをＸＭＬ形式で提出する場合 法定調書データをＣＳＶ形式で提出する場合 

e-Tax と同じ形式で提出できる 

調書Aデータ
（XML）

調書A合計表
データ（XML形式）

調書Bデータ
（XML）

調書B合計表
データ（XML形式）

一定の条件を満たせば 

合計表の提出を省略できる 

 
調書Bデータ
（CSV）

調書B合計表
データ（XML形式）

調書Aデータ
（CSV）

調書A合計表
データ（XML形式）

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/cloud/index.htm
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【参考】認定特定電子計算機による申請等の開始（変更）届出書 
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ｅ－Ｔａｘによる提出をお願いいたします。 



- 13 - 

 

(４) 光ディスク等 

法定調書をＣＳＶ形式で作成し、ＤＶＤ・ＣＤなどの光ディスク等にデータを格

納して税務署に提出する方法です。 

光ディスク等による提出は、大量の調書を 1 枚の光ディスク等で提出すること

ができるので、事務の省略化につながります。 

   なお、セキュリティ確保の観点から、データの暗号化（自己復号型）を行った    

上で提出することをお勧めします。 

 

（一連の流れ）                （光ディスク等の留意点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 光ディスク等の用意は自己

負担です。 

 

○ 提出いただいた光ディスク

等はお返しできません。 

 

○ 別途、ｅ－Ｔａｘ又は書面

により、法定調書合計表の作

成が必要です。 

  また、合計表付表及びチェ

ックシートを作成し、光ディ

スク等と一緒に提出してくだ

さい。 

 

○ 市区町村への提出が必要な

法定調書については、税務署

用と各市区町村用の準備が必

要であり、それぞれへの郵送

費用等がかかります。 

 

提出 

（郵送又は持参） 

ＰＣでデータを作成して 

光ディスク等に格納 

 

 
 
 
 

 

 
 

２部（正・副） 

 

合計表はｅ－Ｔａｘで送信 

    （書面での作成も可能） 

合計表付表と 

チェックシート

を作成 

ディスクとあわせて 
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光ディスク等には、大容量の法定調書データを格納することが可能です。  

 

（参考）提出媒体別記録可能件数の目安 

 ＣＤ ＤＶＤ 

給与所得の源泉徴収票 244,000 枚 1,808,000 枚 

報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書 463,000 枚 3,433,000 枚 

 

 

税務署にご提出いただく光ディスク等は、以下の規格のものに限ります。 

 

媒 体 の 種 類 CD DVD 

外 形 寸 法 12cm 12cm 

規 格 CD-R DVD-R 

記 録 密 度 650MB 又は 700MB 片面 4.7GB 

フォーマット ISO9660（Level 2）/ Joliet（※） 

フ ァ イ ル CSV（カンマ区切形式）可変長 

記録コード等 シフト JIS（JIS 第１水準及び第２水準） 

※ 書き込みはディスクアットワンス（シングルセッション）方式とする。 

 

 

  提出用データの作成に際しては、以下の点についてご注意ください。 

 ① 格納するデータのレコード内容、記録要領及び文字等の入力について全国統一

的に定められています。 

 ② 一部、光ディスク等ではご提出いただけない法定調書がございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

光ディスク等による提出に関する詳細はこちら（国税庁ホームページ） 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/02.htm 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/02.htm


- 15 - 

 

 

 

光ディスク等により提出する法定調書は、一定のフォーマット（ＣＳＶ形式：カンマ区切りデー

タ）により作成します。 

【作成イメージ】報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書の場合 

       

 

 

 

 

(注) ＣＳＶ形式で作成した光ディスク等内の法定調書１枚を 

メモ帳で開いた場合のイメージです。 

 

 

【作成の流れ】エクセルを利用した場合の作成例です。 

 

１ 入力セルの書式設定 

 入力セルの書式を「文字列」に設定します。 

〈設定方法〉 

① データを入力するワークシート全体を選択します（ワークシートの全体の色が反転した状

態です。）。 

（参考） 

選択方法 ・［すべて選択］ボタンを押す 

       もしくは 

      ・Ctrl キーを押しながら A キーを押す 

 

② ［ホーム］タブの［セル］グループで   （参考図） 

［書式］をクリックし、次の［セルの書 

式設定］を選択したら、「表示形式」の 

タブをクリックし、「分類」の中から 

「文字列」を選択します。 

選択したら「OK」ボタンを押します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

この処理を行うことにより、ワークシー

トのデータが「テキスト形式」のデータと

して出力されます。 

数字も文字列として扱われ、整理番号な

どの先頭に 0 のあるデータも正常に（先頭

の 0 がなくなることなく）出力されます。 

 

［すべて選択］ボタン 

４ 
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 ２ データの入力 

ワークシート上のデータは、1 つの行が調書 1 枚分のデータを表します。 

列はそれぞれの法定調書の「レコードの内容及び記録要領」の項目と対応させて入力する必要が

あります。必ず固定値を記録しなければならない項目や、「整理番号１」や「整理番号２」といっ

た記録を省略して差し支えない項目がありますので、作成に当たっては、それぞれの調書の記録要

領をご確認ください。 

 

 

 

データの作成に当たっては、e-Tax ホームページに、各列に入力すべき項目の名称や入力文字数

などのタイトル行を記録したダウンロードファイル（エクセル形式）を掲載していますので、この

ダウンロードファイルのタイトル行を「参考図」のように先頭行に貼り付けると、読み込み可能な

CSV ファイルを作成することができます。 

 

 

 

（参考図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、入力に際しては、文字数や入力文字（全角・半角）等が指定されている項目があります。 

特に、最終項目の欄は入力する事項がない場合でも、必ず 1 文字（スペース）入力する必要があ

ります（エクセルでは、セルに編集のある最右端のデータまでをカンマ区切りデータとして出力す

るため、最終項目の欄にスペースを記録しておくことにより、最後のセルまで出力することができ

ます。）。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ その他の留意事項については、下記【作成に当たっての留意事項】２をご参照ください。 

レコードの内容及び記録要領はこちら（国税庁ホームページ） 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/06.htm 

 

ダウンロードファイル（エクセル形式）はこちら 
（e-Tax ホームページ） 

 https://www.e-tax.nta.go.jp/e-taxsoftweb/hoteichosho/csv.htm 

※ 入力終了後、タイトル行（参考図では１～４行目）を削除してください。 

※ 最終項目（この図では、「支払を受ける者の個人番号又は法人番号」）

に入力する際、事項がない場合には、必ずスペース（１文字）を入力

してください。 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/06.htm
https://www.e-tax.nta.go.jp/e-taxsoftweb/hoteichosho/csv.htm
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３ データの保存 

⑴ 入力終了後、「ファイル」メニューから「名前を付けて保存」をクリックします。 

次に「参照」をクリックすると、「名前を付けて保存」のダイアログボックスが表示されま

す。 

⑵ 保存先を選択したら、ファイル名及びファイルの種類は次のようにします。 

ファイル名 
"309dat01.txt" 

（「報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書」の場合） 

ファイルの種類 CSV(カンマ区切り) 

※ ファイル名は、必ずダブルクォーテーション（" "）でくくってください。 

⑶ 「保存」ボタンを押します。次のメッセージが表示されるので以下の対応を行ってください。 

メッセージ 
「CSV（カンマ区切り）として保存する場合、ブックの一部の機能が失

われる可能性があります。この形式でブックを保存しますか？」 

対応 「はい」をクリックします。 

 

 

【作成に当たっての留意事項】 

１ ファイル名について 

ファイル名は、法定調書の種類ごとに、「（資料識別コード）dat**.txt」と記録してください。 

なお、ファイル名は半角英数文字を使用し、「**」の部分には、ファイル数により、「01」～

「99」を記録してください。 

(例) 報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書を 2 枚の CD に分けて提出される場合 

→ 1 枚目の CD に格納するファイル名・・・・・309dat01.txt 

2 枚目の CD に格納するファイル名・・・・・309dat02.txt 

(注) 1 枚の光ディスク等で複数の種類の法定調書を提出しても差し支えありません。 

ただし、ファイル名は上記（例）に準じて、それぞれの法定調書ごとに記録してください。 

  

２ 各項目の記録について 

⑴ 各共通項目 

イ 「,（カンマ）」の使用制限 

         半角文字の「,（カンマ）」は、各項目の区切り以外には 

使用しないでください。 

ロ CSV 形式 

     記録すべき事項がない項目については、記録を省略して 

項目の区切りを表す「,（カンマ）」を記録してください。 

(注)  CSV 形式では、必ず「,（カンマ）」で各項目が区切 

られていなければなりません。 

ハ 金額項目 

   先物取引に関する支払調書（347）、先物取引に関する支払調書（暗号資産デリバティブ取

引用）（388）、信託の計算書（357）及び特定口座年間取引報告書（385）以外の法定調

書については、マイナスの値は記録することはできません。 

（例） 
前の項目,,後の項目 

 

 

（例） 正 1200000 

    誤 1,200,000 



- 18 - 

 

 

⑵ 住所、居所又は所在地について 

イ 都道府県名から順次記録してください。 

ただし、都道府県名については省略しても差し支えありません。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 正式な町名に仮名が含まれている場合を除き、漢字で記録してください。 

 

 

 

 

 

 

ハ ～県、～市、～村等の「県」「市」「村」等の文字については、省略あるいは句読点等によ

る記録はしないでください。 

 

 

 

 

ニ 都道府県、市町村、字等の区切りは不要ですが、全角スペース 1 文字分による区切りがあっ

ても差し支えありません。 

 

 

 

 

 

 

ホ 住所の記載に当たって、「丁目」「番地」「号」等の文字の代わりに記号を使用する場合

は、「－」「～」「・」以外の記号を使用しないでください。 

 

 

 

 

 

へ 様方、気付は、この項目に記録し、氏名又は名称の項目には記録しないでください。 

ト 郵便番号は記録しないでください。 

(例)  正 東京都中央区銀座 1－1－1 

  正 中央区銀座 1－1－1            

(例) 正 大阪府大阪市中央区大手前 2－2－2 

正 大阪市中央区大手前 2－2－2  

誤 中央区大手前 2－2－2 

（注） 政令指定都市については、市を省略しないでください。 

(例) 正 千代田区大手町 1－3－3           

誤 千代田区オオテマチ 1－3－3        

誤 千代田区おおてまち 1－3－3    

(例) 正 八王子市めじろ台 1－3 

（注） 「八王子市めじろ台」は、正式な住所表示です。 

(例)  正 神奈川県横浜市港北区新横浜 1－1－1 

      誤 神奈川横浜港北新横浜 1－1－1 

      誤 神奈川、横浜、港北、新横浜、1－1－1 

(例)  正 神奈川県横浜市港北区新横浜 1－1－1 

      正 神奈川県□横浜市□港北区□新横浜□1－1－1 

      誤 神奈川県、横浜市、港北区、新横浜、1－1－1 

      誤 神奈川県□□横浜市□□港北区□□新横浜□□1－1－1 

 （注） 「□」は、スペース 1文字分を表します。 

(例)  正 千代田区丸の内 1丁目 1番 1号 

      正 千代田区丸の内 1－1－1 

      正 千代田区丸の内 1～1～1 

      正 千代田区丸の内 1・1・1 

 誤 千代田区丸の内 1，1，1 

都道府県名（「東京都」）の省略はOK！ 

 

都道府県名（「大阪府」）の省略は OK！ 

 市名（「大阪市」）の省略は不可！ 
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⑶ 氏名又は名称 

イ 個人の姓と名の区切りには、全角スペース 1 文字分を記録してください。ただし、区切りが

ない場合は、そのままでも差し支えありません。 

 

 

 

 

 

ロ 個人の肩書等は記録しないでください。 

 

 

 

 

 

ハ 法人の役職・代表者名等は記録しないでください。 

ニ 法人の組織名については、次の組織名略称一覧表に掲げる略称を使用しても差し支えありま

せん。ただし、この場合には必ずかっこを付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(例)  正 財務□太郎          

      正 財務太郎 

誤 財務□□太郎 

     （注） 「□」 は、スペース 1文字分を表します。 

(例) 正 財務□太郎  

正 財務太郎 

誤 弁護士□財務□太郎 

   （注） 「□」は、スペース 1文字分を表します。 

(例)  正 財務産業株式会社 

      誤 財務産業株式会社□代表取締役□財務太郎 

 （注） 「□」は、スペース 1文字分を表します。 

(例)  正 財務産業（株） 

      正 （株）財務産業 

      正 財務産業（株 

 正 株）財務産業 

      誤 財務産業□株 

 誤 株□財務産業 

      誤 財務産業株） 

 誤 （株財務産業 

 誤 財務産業□株） 

 誤 財務産業／株 

      誤 株／財務産業 

 誤 財務産業、株 

 誤 株、財務産業 

 （注） 「□」は、スペース 1文字分を表します。 
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 [組織名略称一覧表]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 外字等の取扱いについて 

イ 異体字、旧字体 

住所や氏名に異体字や旧字体が使用されている場合には、 

これをＪＩＳ第 2 水準内の新字体に置き換えて編集して 

ください。 

  ただし、氏名の場合でどうしても新字体に置き換える 

ことが不可能な文字があるときは、仮名により編集して 

ください。 

ロ 記号等 

ＪＩＳ第 1 水準の特殊記号については以下のように変換して編集してください。 

[変換表例示] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新字体異体字、旧字体

→

→

組織名

株式会社 株 カ カブ ＫＫ

有限会社 有 ユ ユウ

合資会社 資 シ

合名会社 名 メ メイ

医療法人 医 イ

協同組合 協 キョウ キヨウ

農業協同組合 農 ノウ

漁業協同組合 漁 ギョ ギヨ

企業組合 企 企業 キ キギョウ キギヨウ

組合連合会 組連 クミレン

財団法人 財 ザイ

社団法人 社 シャ シヤ

社会福祉法人 福 フク

宗教法人 宗 シュウ シユウ

学校法人 学 ガク

組織名略称一覧表

略称

特殊な記号 変換後文字 参考事項

ｱ、ｲ、ｳ（半角） ア、イ、ウ
1、2、3（半角） 1、2、3

    、、～ 1、2、3～20
丸付数字は、丸を除いた数字としてく
ださい。

    、、、、 上、中、下、左、右
丸付文字は、丸を除いた文字としてく
ださい。

    、、、 明治、大正、昭和、平成

複数の文字を1文字分で表している記
号（元号など）は、構成しているそれ
ぞれの文字を1文字として、文字数分
に展開してください。

    、、 （株）、（有）、（代）
かっこ付文字は、かっこも1文字とし
3文字に展開してください。

半角文字は全角文字にしてください。



- 21 - 

 

 
【提出に当たっての留意事項】 

 

１ 光ディスク等の提出の際には、読み取りエラー等のトラブルを回避するため、同一内容のものを 

２部（正本・副本）提出してください。 

 

２ 光ディスクにより提出する場合、レーベル面に次の【記載事項】を油性のフェルトペン等で記載

してください。 

※ 筆先の硬い筆記用具は使用しないでください。 

【記載事項】 

① 提出者名 

② 提出者住所 

③ 個人番号又は法人番号 

④ 局署番号（※１）及び整理番号（※２） 

⑤ 法定調書の名称 

⑥ 提出件数 

⑦ 提出年月日 

⑧ 正本・副本の区別 

⑨ 総枚数及び一連番号 

※１ 局署番号とは、所轄税務署の番号をいいます。 

 

 

 

※２ 整理番号とは、税務署から送付される法定調書合計表、確定申告書、法人税申告書や納付書 

などの右上に印字されている 8 桁の番号をいいます。 

 

３ 提出された光ディスク等は返却いたしません。 

 

４ 光ディスク等の提出の際には、ファイルがコンピュータ・ウイルスに感染していないことを十分

に確認してください。 

 

５ 合計表、「光ディスク等提出チェックシート」及び「支払調書等合計表付表（光ディスク等提出

分）」を作成し、税務署へ提出してください。 

 ※ 合計表はｅ－Ｔａｘでの作成・提出も可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

（ラベルの記載例） 

 ① 財務産業株式会社麹町支店    ← 提出者名 

② 東京都千代田区丸の内１－１－１ ← 提出者住所 

③ 1-2345-6789-0123        ← 法人番号 

④ 01101-00123456         ← 局署番号及び整理番号 

⑤ 利子等の支払調書（３７４）   ← 法定調書の名称 

⑥ 1,000件            ← 提出件数 

⑦ 令和４年３月 25 日        ← 提出年月日 

⑧ 正本              ← 正本・副本の区別 

⑨ １枚のうち１枚         ← 総枚数及び一連番号 

局署番号表（Excel/43KB）はこちら（国税庁ホームページ） 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/excel/bangohyo.xls 

 

各様式はこちら（国税庁ホームページ） 

 

光ディスク等提出チェックシート（Excel/31KB） 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/excel/checkseet.xls 

 

支払調書等合計表付表（光ディスク等提出分）（doc ファイル/21KB） 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/doc/total.docx 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/excel/bangohyo.xls
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/excel/checkseet.xls
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/hoteichosho/doc/total.docx
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３ 提出のための手続及び注意事項 

 

法定調書の種類ごとに、前々年の提出すべきであった当該法定調書の枚数が 100 枚 

以上である法定調書については、ｅ-Tax 等による提出が必要です。 

 例えば、令和５年に提出した「給与所得の源泉徴収票」の枚数が「100 枚以上」で 

あった場合には、令和７年に提出する「給与所得の源泉徴収票」はｅ-Tax 等により提

出する必要があります。 

なお、ｅ－Ｔａｘをご利用いただくためには、税務署へ事前に開始届出書を提出し、

利用者識別番号を取得する等の手続（６ページ参照）が必要となります。 

 

（ｅ-Tax 等による提出義務の判定方法） 

 

※ 給与所得（及び公的年金等）の源泉徴収票のｅ-Tax 等による提出が義務付けられた年分に

ついては、市区町村に提出する給与支払報告書（及び公的年金等支払報告書）についてもｅＬ

ＴＡＸ（地方税ポータルシステム）又は光ディスク等による提出が義務化されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和９年１月以降に提出する法定調書について】 

前々年に提出すべきであった法定調書の枚数が 30 枚以上である法定調書につい

ては、e-Tax 等による提出が必要となります。 

令和７年中に提出する法定調書の枚数が 30 枚以上となった方は、令和９年に提

出する法定調書をｅ-Tax 等により提出する必要があります。 

該当する法定調書は、書面での提出はできませんので、ｅ-Tax 等による提出の

ご準備をお願いします。 
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法定調書の提出義務は支払者に生じるため、支店や工場等（以下「支店等」といい

ます。）での支払に係る法定調書（例えば、支店等に勤務する社員の給与所得の源泉

徴収票等）については、支店等が所轄税務署へ提出することとなります。 

ただし、支店等が所轄税務署に事前に「支払調書等の本店等一括提出に係る承認申

請書」を提出し、承認を得た場合には、ｅ-Tax 等により、支店等が提出すべき法定

調書を本店等が取りまとめて提出することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでは、ｅ-Tax等による法定調書の提出が義務付けられていない方が、光デ

ィスク等により法定調書を提出するためには、所轄税務署に対し事前に「支払調書等

の光ディスク等による提出承認申請書」を提出し、承認を受ける必要がありました

が、令和５年４月１日より、この承認申請書の提出は不要となりました。 

なお、今まで光ディスク等により提出を行っていた方が、光ディスク等による提出

をやめる場合についても、「支払調書等の光ディスク等による提出の取りやめ届出

書」の提出は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本店くん 支店くん 

税務署へは 

僕がまとめて 

提出するね！ 

 
手間が省けて 

助かるよ！ 

申請手続・申請書はこちら（国税庁ホームページ） 

 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hotei/23100018.htm 

申請書を提出して承認を待つ必要がなくなったんだね！ 

「ＤＶＤで出したい！」と思っても事前の申請が面倒だなと 

思っていたけど、手続がスムーズになって便利！ 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hotei/23100018.htm
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  社会保障・税番号制度の導入により、平成 28 年１月以降の金銭等の支払等に係る

法定調書に、原則として「支払を受ける者」及び「支払者」のマイナンバー又は法人

番号を記載する必要があります。 

 

 

  法定調書の提出義務者は、従業員や報酬などの支払を受ける方から個人番号の提供

を受ける場合に、本人確認として、①番号確認（正しい個人番号であることの確認）

と②身元確認（提供を行う者が番号の正しい持ち主であることの確認）の２つの確認

を行うことが必要となります。   

  

 

  

１ 取得 ２ 利用・提供 

 事業者は、社会保障及び税に関する手続書類
作成など法令で定められた事務を処理するために
必要がある場合に限って、従業員等にマイナンバ
ーの提供を求めることができます。 

事業者は、社会保障及び税に関する手続書類に
従業員等のマイナンバーを記載して行政機関等に
提出する場面でのみ、マイナンバーを利用・提供
することができます。 

３ 保管・廃棄 ４ 安全管理措置 

⑴ 

保
管 

特定個人情報は、社会保障及び税に関す
る手続書類の作成事務を行う必要がある場
合に限り、保管し続けることができます。 

マイナンバー・特定個人情報の漏えい、滅失又
は毀損の防止その他適切な管理のために、必要か
つ適切な安全管理措置を講じる必要があります。 
 また、従業員に対する必要かつ適切な監督も行
う必要があります。 

⑵ 

廃
棄 

社会保障及び税に関する手続書類の作成
事務を処理する必要がなくなった場合で、
所管法令において定められている保存期間
を経過した場合には、マイナンバーをでき
るだけ速やかに廃棄又は削除する必要があ
ります。 

○ マイナンバーカードをお持ちの方は 

番号確認と身元確認が１枚でできます。 

○ マイナンバーカードをお持ちでない方は 

ご本人のマイナンバーを確認できる書類 記載したマイナンバーの 
持ち主であることを確認できる書類 

※１ 「通知カード」は令和２年５月 25 日に廃止されていますが、通知カードに記載された氏名、住所などが住民票に記載され

ている内容と一致している場合に限り、引き続き番号確認書類として利用できます。 

※２ 提出義務者の方が、写真表示のない身分証明書等により身元確認を行う場合には、２種類以上の身分証明書等が必要です。 
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法定調書関係については・・・ 
国税庁ホームページ 

 「社会保障・税番号制度について」へ！ 

  https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/mynumberinfo/index.htm 

 

マイナンバーの制度の最新情報やお問合せについては・・・ 

  ・デジタル庁ホームページ 
      「マイナンバー（個人番号）制度」へ！ 
       https://www.digital.go.jp/policies/mynumber/ 

・マイナンバー総合フリーダイヤル 
０１２０-９５-０１７８（無料）       

令和４年分 給与所得の源泉徴収票 

控除対象配偶者及び控除
対象扶養親族のマイナン
バーを記載します。 

支払者のマイナンバー又は法人番号を
記載します。 

16 歳未満の扶養親族のマイナンバーは、
記載しません。 

全ての法定調書で、「支払を受ける方のマイナンバー」と

「支払者のマイナンバー又は法人番号」の記載が必要です。 
 

ただし！！ 
「本人交付用」には、マイナンバーは記載しないよ！ 
気を付けよう！！ 

 

 

 
支払を受ける者や扶養親族の 

マイナンバーの確認が必要だね。 

支払を受ける方のマイナンバーを
記載します。 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/mynumberinfo/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/mynumberinfo/index.htm
https://www.digital.go.jp/policies/mynumber/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


